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大学生の経験値による体罰に関する意識の比較

Comparison of university students’ attitudes toward corporal 
punishment based on their experience

環境教育学科　二川 正浩

１．問題の所在と研究の目的

　2012年12月におきた大阪市立桜宮高校の2年男子生徒の自殺をきっかけとして、文部科学省は2013年
に体罰の実態調査と「体罰根絶に向けた取組の徹底について」の通知を行った。それ以後、体罰で懲戒や
訓告などの処分を受けた公立学校の教職員数は減少しているものの、2012年以前の処分者数と比較する
とその人数は減少したとは言い難い。また、処分者数は体罰の定義に基づき体罰と認定された教職員数で
あり、不適切な行為や指導の範囲内として体罰と認定されなかった教職員数１）を含めると、学校現場で
は体罰や不適切な行為が2013年以降も依然として行われ続けていると言える。
　その背景には体罰を容認する教職員の意識や指導が困難な児童生徒への対応という現状があると考えら
れるが、本稿では体罰の捉え方の動向と体罰の実態をふまえた上で、教職課程を履修中の大学生（以下、
学生と称する）に対して2013年に京都府教育委員会が教職員に実施した「体罰に関する意識調査」と同
様の調査を行い、その調査結果と教職員の調査結果との比較や学生自の経験値による比較などを行い、教
職を目指す学生たちの体罰に対する意識を変えるための手がかりを考察していきたいと考える。

２．体罰の捉え方の動向と体罰の実態

　2007年２月５日、当時の文部科学省初等中等教育局長であった銭谷眞美は「問題行動を起こす児童生
徒に対する指導について」を通知したが、その背景にはいじめ、校内暴力をはじめとする児童生徒の問題
行動が極めて深刻な状況にあることがあった。従って、その通知の別紙「学校教育法第11条に規定する
児童生徒の懲戒・体罰に関する考え方 」では、体罰は「教職員等が児童生徒に対して行った懲戒の行為
が体罰に当たるかどうかは、当該児童生徒の年齢、健康、心身の発達状況、当該行為が行われた場所的及
び時間的環境、懲戒の態様等の諸条件を総合的に考え、個々の事案ごとに判断する必要がある。」として、
すべての有形力の行使が体罰にあたるのではなく、場所・時間・態様等を総合的に判断する必要があるこ
とを明示した。その上で、体罰を「その懲戒の内容が身体的性質のもの、すなわち、身体に対する侵害を
内容とする懲戒（殴る、蹴る等）、被罰者に肉体的苦痛を与えるような懲戒（正座・直立等特定の姿勢を
長時間にわたって保持させる等）に当たると判断された場合は、体罰に該当する。」と定義した。
　このように、銭谷による通知は有形力の行使のすべてが体罰にあたるという捉え方を否定したと言える
が、２年後の2009年にその一つの根拠となる判決が最高裁判所で下された。その裁判（熊本天草体罰裁判）
では小学校２年生に対する男性教員の行為が体罰にあたるかどうかが争われたが、それまでの１審、２審
がともに体罰と認定したのに対して、最高裁判所は有形力の行使はあったもの場所・時間・態様から総合
的に判断した結果、体罰にあたらないとの判決を下した。
　この判決を含めて、今日では体罰かどうかは「学校教育法第11条に規定する児童生徒の懲戒・体罰に
関する考え方 」に示された「場所的及び時間的環境、懲戒の態様等の諸条件を総合的に考え、個々の事
案ごとに判断する」２）ことが通念となっており、2012年12月におきた大阪市立桜宮高校の2年男子生徒
の自殺をきっかけとして2013年８月に通知された「体罰根絶に向けた取組の徹底について」の別紙「学
校教育法第11条に規定する児童生徒の懲戒・体罰等に関する参考事例」においても、「体罰」と肉体的苦
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痛を伴わないものに限った「認められる懲戒」、及び正当防衛、正当行為と判断されると考えられる「正
当な行為」の３つの参考事例が示されている。
　一方、2007年の銭谷による通知以降に体罰による懲戒や訓告などの処分を受けた公立学校の教職員数
の推移はグラフ１の通りであるが、2012年度及び2013年度の処分者数は大阪市立桜宮高校の件にともなっ
て行われた自己申告分を含めて高い数字となっており、それ以降の処分者数は減少しているものの2011
年度以前の処分者数を上回っている状態が続いている。
 

グラフ１　体罰による懲戒や訓告などの処分を受けた公立学校の教職員数３）

　
　また、処分を受けていない、または表面化していない体罰や暴言その他不適切な指導の実態を統計的に
示すことは困難であるが、それを推測する資料として兵庫県尼崎市教育委員会が2019年６月に実施した
調査４）が一つの参考となる。具体的には、その調査結果における、体罰を受けたとする児童生徒の回答
数を文部科学省「体罰の実態把握について（平成29年度）」に示された体罰を受けた児童生徒数と比較す
ると、その人数には大きな乖離５）が見られる。また、教職員が体罰や暴言その他不適切な指導を行った
とする回答数と児童生徒が受けたとする回答数についても乖離が見られ、特に暴言その他不適切な指導に
関しては行ったとする教職員数と受けたとする児童生徒者数は、それぞれ小学校71人：503人、中学校46
人：252人、高等学校5人：115人となっており、大きな開きが見られる。　
表　尼崎市教育委員会「尼崎市立学校園における体罰の実態調査結果」

小学校 中学校 高等学校

教職員 児童 教職員 生徒 教職員 生徒

アンケートの提出者数 1185人 9818人 616人 7815人 223人 1642人

体罰（行った・受けた） 63人 214人 43人 89人 8人 37人

暴言その他不適切な指導（行った・受けた） 71人 503人 46人 252人 5人 115人

　以上、体罰の実態としては体罰により処分された教職員数は2013年度をピークとして減少しているも
のの2011年度までを上回り続けていること、また体罰にあたらない不適切な行為や表面化しない体罰及
び不適切な行為を含めると、被害を受けた児童生徒数は文部科学省の「公立学校教職員の人事行政状況調
査について」において公表されている実数を大きく上回ると推定されること、そして児童生徒と教職員の
それぞれが申告した体罰や不適切な行為の件数、いわゆる意識の間に乖離があることが言える。

３．指導が困難な児童生徒への体罰の容認に関する教職員と学生との意識の比較

（１）体罰の容認に関する教職員と学生の意識の比較

　京都府教育委員会の「体罰に関する意識調査」は、2012年の大阪市立桜宮高校の件を受けて2013年３
月に京都市立学校勤務者を除く府費負担教職員（非常勤を含む。）14 ,743 人に対して実施された。その調
査は全33問で回収率は79 .4 ％となっているが、本稿ではそのうちの４つの設問について学生に対して同
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様のアンケート調査を行い、教職員との意識の比較を行うことにした。６）

　まず、体罰の容認に関する教職員と学生の意識の調査結果はグラフ２の通りである。この調査では、「そ
う思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した学生が合わせて21 .3%となり、体罰を容認する回答率
が教職員に比べて高い結果となった。また、学校教育法第11条については既習済みであるが、学生の「そ
う思わない」の回答率は45 .7%と半数以下となっている。

 

グラフ２　設問① 授業での指導や生徒指導等について、場合によっては体罰に及ぶことがあっても仕方がないという考え
に関する教職員と学生の意識

（２）具体的な場面設定での体罰を容認する教職員と学生の意識の比較

　授業中、何度注意しても私語をやめない児童生徒への対応に関する教職員と学生の意識の調査結果はグ
ラフ３の通りである。この調査では設問①と同様に学生の方が教職員よりも「体罰が必要な場合もある」
の回答率が高くなっているが、「頭をたたく」及び「手を強くつかむ」といった具体的な有形力の行使に
ついての回答率は低いという傾向が見られる。一方、「やめるまで放っておくしかない」の回答率は教職
員に比較して高い割合となっている。

 

グラフ３　設問② 授業中、何度注意しても私語をやめない児童生徒の対応に関する教職員と学生の意識
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た具体的な有形力の行使についての割合は低くなっている。また、「言葉での注意を繰り返す」について
の割合は、設問②と比較して67 .0%と低くなっている。
 

グラフ４　設問③ 問題行動を起こした児童生徒が反抗してきた場合の対応に関する教職員と学生の意識

（３）体罰を受けた児童生徒の受け止めに関する教職員と学生の意識の比較

　体罰を受けた児童生徒の受け止めに関する教職員と学生の意識の調査結果はグラフ５の通りである。こ
の調査では教職員と学生との意識の大きなずれは見られないが、「なんとも思っていない」を選択した学
生は0.0%である一方で、「自分のために厳しい指導をしてくれた・・・」及び「今は解らなくとも・・・」
の割合は学生が教職員を上回った。なお、「心の傷として残る」及び「反発を感じる」を合計した割合は
教職員と学生との間で差はないが、学生への調査のなかで行った体罰経験の有無との関連比較では、体罰
経験の有る学生のうち自分自身に非がなく精神的なショックを受けた学生は、当然のことながら「心の傷
として残る」を選択した。７）
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落ち着いていなかった」及び「落ち着いていなかった」の合計は小学校では14 .9%、中学校では37 .2%
にのぼった。一方、高校では98 .9%が「落ち着いていた」又は「落ち着いていた」と回答している。
 

グラフ６　小学校・中学校・高等学校における学校環境に関する調査結果

　その上で、ほぼ全員が落ち着いた・まあ落ち着いた学校環境であった高校を除いて、「小中ともに落ち
着いていた・まあ落ち着いていた」「小学校または中学校が落ち着いていなかった」「小中ともに落ち着い
ていなかった」の３つに学校環境を分類して、体罰に関する意識の比較を行った。その調査結果はグラフ
７の通りであるが、「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」を選択した体罰容認の割合が小中ともに落
ち着いていなかった学生は30 .8%であるの対して、小中ともに落ち着いていた・まあ落ち着いていた学
生は17 .9%となった。一方、小学校または中学校が落ち着いていなかった学生の回答率が他の学校環境
と比べ高かったのは、「どちらかと言えばそう思う」と「そう思わない」であった。
 

グラフ７　授業での指導や生徒指導等について、場合によっては体罰に及ぶことがあっても仕方がないという考えに 
関する意識の比較

　次に授業中、何度注意しても私語をやめない児童生徒への対応に関する意識の比較であるが、その調査
結果はグラフ８の通りである。
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グラフ８　学校環境による授業中、何度注意しても私語をやめない児童生徒への対応に関する意識の比較

　この結果もグラフ７と同様に、小中ともに落ち着かない学校環境であった学生の体罰容認の意識は
23 .1%と高くなっている。一方、小中ともに落ち着いた学校環境であった学生では、「手を強くつかみ、
引きずってでも廊下に出すべきである。」８）を唯一選択している点と「やめるまで放っておくしかない。」
の割合が他に比べて高い点が注目される。
　最後に問題行動を起こした児童生徒が反抗してきた場合の対応に関する意識の比較であるが、その調査
結果はグラフ９の通りである。この結果もこれまでと同様に、小中ともに落ち着かない学校環境であった
学生の体罰容認の意識は30 .8%と他に比べて高くなっているが、一方で「腕をとり、壁に押し付ける程
度は許される」を選択した学生はいなかった。逆に小中ともに落ち着いた学校環境だった学生は14 .3%
がこの行為を選択している。

 

グラフ９　学校環境による問題行動を起こした児童生徒が反抗してきた場合の対応に関する意識の比較
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５．部活動経験の違いによる部活動中の体罰に関する意識の比較

　以上、京都府教育委員会が行った体罰の実態調査をもとに、教職員と学生との体罰に関する意識と学生
が過ごしてきた学校環境の違いによる意識の比較を行ってきたが、次に大阪市立桜宮高校の件によって注
目を集めた部活動における体罰容認の意識について、部活動の経験の有無による比較を行った。
　まず、学生の部活動経験に関する調査を行ったが、その結果は、中学校・高校で運動部に所属していた
学生は48人、中学校または高校で運動部に所属していた学生は27人、そして中学校・高校で運動部に所
属していなかった学生は19人であった。
　次に「部活動における体罰は将来の自分にとって役に立つ」という意見９）に対する自分の考えを問う
調査を行ったが、その結果はグラフ 10の通りである。全体としては、意見に対して理解できるが6人、
やや理解できるが20人、あまり理解できないが52人、全く理解できないが16人となったが、中学校・高
校で所属していた学生の35.5％、中学校または高校で所属していた学生の29.6％、そして所属していなかっ
た学生の5.3％が「理解できる、やや理解できる」と回答している。このように部活動の経験によって部
活動中の体罰を容認する意識の差が見られたが、「全く理解できない」については中学校または高校で所
属していた学生よりも中学校・高校で所属していた学生の方が選択した割合が高かった。
 

グラフ 10　部活動経験の違いによる部活動中の体罰に関する意識の比較
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研究の小括

　以上、体罰に対する意識について、教職員の調査結果や学生自身の学校環境や経験などに経験値による
比較を行ってきたが、それらの結果をまとめると以下のようになる。
・体罰を容認する意識は教職員が6.3％、学生が21 .3％であり学生の方の割合が高い。同じく「保護者が

容認している場合は体罰も許される」を選択した学生も16％と教職員の3.8％より割合が高い。
・小学校・中学校ともに落ち着いていなかった学生は体罰を容認する割合が30 .8％と最も高く、「授業を

成立させる」、「本人の非を理解させる」ためには体罰が必要な場合もあると回答した割合も他の学校環
境の学生に比べて高い。

・小学校または中学校が落ち着いていなかった学生は授業や生徒指導などでの体罰の必要性について「そ
う思わない」と回答した割合が52 .0％と最も高く、同じく指導困難な児童生徒への指導についても「粘
り強く、言葉での注意を繰り返すべきである」を選択した割合が他の学校環境の学生に比べて高い。

・小学校・中学校ともに落ち着いていた学生は体罰を否定する割合が82 .1％と最も高いが、同じく「や
めるまで放っておくしかない」を選択した割合が17 .9％と他の学校環境の学生に比べて高い。

・部活動での体罰について、中学校・高校での部活動経験がある学生の35.5％が容認しているのに対して、
経験のない学生は5.3％に過ぎない。また、「体罰があるが強い部活動」を選択した学生の83％は中学
校・高校での部活動経験がある学生である。

　その上で、教職員より学生の方が体罰容認の意識の割合が高い調査結果を前提として、体罰を容認する
意識を変えるためには、表面的な学校環境の落ち着きや勝敗からみた部活動の充実という面だけではな
く、学校が楽しく安心して過ごせる場であるとともに自己実現を図っていく場であることを改めて理解さ
せること、そして、自分たちの経験値を交換し合い共有する場と活動が必要と考えられる。
　例えば、小学校・中学校の学習環境が落ち着いていなかった学生は自己実現を図っていく以前の問題と
して体罰が必要だったと考える経験をしたかもしれないし、小学校または中学校が落ち着いていなかった
学生は体罰や不適切な行為等が必要なときもあるという経験と、その行為が「反発を感じる」、「心の傷と
して残る」という負の面を与えるという双方を経験しているかもしれない。また、小学校・中学校ともに
落ち着いていた学生はそれらの経験がないなかで体罰を観念的にとらえているかもしれない。
　それらは想像であるが、今後の課題としては大学の講義の中でお互いの経験値を交換しながら、可能で
あれば具体的な体罰経験を通して、体罰は人にとって最も大切な「心」に傷を残す行為であり、豊かな心
を育てていく教員が絶対にしてはならないことを学生と共有していくことができる学習プログラムの作成
を考えていきたい。

注

１）東京都は①体罰（懲戒のうち、教職員が、児童・生徒の身体に、直接的・間接的に、肉体的苦痛を与
える行為）、②不適切な行為ア－不適切な指導（児童・生徒の身体に、肉体的負担を与える程度の、
軽微な有形力の行使）、イ－行き過ぎた指導（運動部活動やスポーツ指導等において、児童・生徒の
現況に適合していない過剰な指導）、ウ－暴言等（教職員が、児童・生徒に、恐怖感、侮辱感、人権
侵害等の精神的苦痛を与える不適切な言動、③指導の範囲内（注意喚起や指導を浸透させるためにや
むを得ず行われた児童・生徒の身体に、肉体的負担を与えない程度の、極軽微な有形力の行使）の３
つの体罰分類基準を設定している。なお、東京都教育委員会「平成30年度に発生した都内公立学校
における体罰の実態把握について」（令和元年（2019）6月20日）によると①の体罰が22人、②の不
適切な行為が197人③の指導の範囲内が149人となっている。

２）2010年３月に文部科学省より発刊された「生徒指導提要」は「生徒指導の実践に際し、教職員間や
学校間で教職員の共通理解を図り、組織的・体系的生徒指導の取組を進めることができるよう、生徒
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指導に関する学校・教職員向けの基本書として、小学校段階から高等学校段階までの生徒指導の理
論・考え方や実際の指導方法等を、時代の変化に即して網羅的にまとめた」（文部科学省のHPの記
載より引用）ものであるが、その生徒指導提要にも「有形力の行使がすべて体罰にあたるわけではな
い」ことが明示されている。

３）文部科学省「公立学校教職員の人事行政状況調査について」の統計資料より作成。
４）2019年４月29日に兵庫県尼崎市立尼崎高校の男子バレーボール部のコーチの男性臨時講師が体罰を

部員に加えたことをはじめとして、同じく体罰を加えていた野球部の男性教諭など計６人が停職や減
給の懲戒処分うけた。この事実を受けて、尼崎市教育委員会はこの調査を行い、同年10月に調査結
果を報告した。表はその尼崎市教育委員会「尼崎市立学校園における体罰の実態調査結果」

（2019 .10 . 28）より作成した。
５）「体罰の実態把握について（平成29年度）」によると国公私立の学校で教職員が処分を受けた体罰に

よって被害を受けた児童生徒数は小学校304人（発生率0.00％）、中学校429人（発生率0.01％）、義
務教育学校１人（発生率0.00％）、高等学校589人（発生率0.02％）、中等教育学校５人（発生率0.02％）、
特別支援学校19人（発生率0.01％）の合計1,347人（発生率0.01％）となっているが、尼崎市の調
査では小学校だけでも214人が体罰を受けたと回答している。

６）京都府教育委員会「体罰に関する意識調査」の設問の一部を抜粋して要旨を損なわないように編集し
た上で、以下の①～④の設問を設けて調査を実施した。なお、調査は東京都内にある女子大学に通う
学生に対して、事前に成績に関係のないことや個人情報の保護等について文面で確認した上で実施し
た。その調査の有効回答者数は94名である。

１）体罰の容認に関する意識
　①授業での指導や生徒指導等について場合によっては、体罰に及ぶことがあっても仕方がない。
２）具体的な場面設定での体罰を容認する意識
　次のような各場面での児童生徒の行為について あなたの考えに最も近いものを 、それぞれ１
つ選んでください。
　②授業中、何度注意しても私語をやめない児童生徒に対して、
　③問題行動を起こした児童生徒の指導中、反抗してきた児童生徒に対して、
３）体罰を受けた児童生徒の受け止めに対する意識
　④�体罰を受けた児童生徒は体罰をどのように受け止めると思いますか。あなたの考えに近いも

のを２つ選んでください。

　また、グラフ２からグラフ５の京都府調査結果の割合は小学校、中学校、高等学校、特別支援学校
を合わせた府全体の教職員への調査結果の割合を用い、グラフ６からグラフ 10までの割合（％）は
それぞれの経験値のなかでの学生の割合を示している。

７）学生への調査では94人中13人が小学校から高等学校までの在学中に体罰を受けたことがあると回答し
た。そのうち、「心の傷として残る」を選択した学生の受けた体罰として「体育の時間、インフルエン
ザの治りかけで見学していたら、私が親だったら見学させないとどなられた。」（中学校３年）、「いじ
めについて相談したところ、顧問と他の先生３：１で会議室で面談させられ、被害妄想と言われ、発
言を撤回しろとせまられた。」（中学校２年）、「体育館のネットを足で踏んでしまった際に怒られ、首
を絞められたり、足を蹴られたり、ボールをおなかにあてられた。」（中学校１年）などの記述があった。

８）京都府教育委員会の調査では、設問②の「手を強くつかみ、引きずってでも廊下に出すべきである。」
と設問③の「腕をとり、壁に押しつける程度は許される。」の行為は体罰として想定していない。
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９）調査では「大阪府の会社経営の男性（47）は感情的なものでなく、叱咤激励の意味を込めた愛の体罰
であれば問題ないように思うとし、次々と体罰問題がクローズアップされれば、熱意ある体育系指導
者がいなくなり、日本のスポーツが衰退すると危惧していた。男性自身、学生時代に体罰を受けた経
験があり、体育系特有の理不尽な負荷が社会に出てから役に立った。折れない気持ちを得ることがで
きた。経営する会社では負荷になれているからという理由で体育系学生を積極的に採用しているとい
う。」（MSN産経ニュース 2013 .1 . 31）いう意見に対して回答を求めた。
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